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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第５期
第２四半期
累計期間

第４期

会計期間
自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日

売上高 (千円) 4,483,998 8,337,733

経常利益 (千円) 591,717 748,498

四半期（当期）純利益 (千円) 370,165 407,175

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 1,841,461 1,373,875

発行済株式総数 (株) 6,042,781 5,494,500

純資産額 (千円) 4,643,735 3,337,996

総資産額 (千円) 7,375,480 6,971,027

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 63.97 74.11

潜在株式調整後１株当たり四半期（当
期）純利益金額

(円) 61.74 －

1株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 62.95 47.88

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 652,744 464,067

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △47,070 △114,329

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 18,033 △500,000

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,262,610 638,903
 

　

回次
第５期
第２四半期
会計期間

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 22.53
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．当社は、第４期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第４期第２四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権を発行しておりますが、第４期において

当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。
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６．当社は、平成29年３月17日に東京証券取引所マザーズに上場したため、第５期第２四半期累計期間の潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金額は、新規上場日から当第２四半期会計期間末までの平均株価を期中平

均株価とみなして算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

なお、当社は、前第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間と

の比較分析は行っておりません。

 
(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間における日本経済は、政府の経済政策や金融政策等の効果により引き続き緩やかな回復基

調が続きましたが、世界経済は欧州・米国の政治動向リスクや北朝鮮・中東情勢の地政学的リスクなど、依然とし

て先行きが不透明な状況で推移しました。

電子書籍の市場環境は、スマートフォン・タブレットユーザーの増加を背景に、広告宣伝やアプリ・サービスが

普及したことによってユーザーの電子書籍に接する機会が格段に増え、市場規模が拡大しております。また、ジャ

ンル別では電子コミックが市場を牽引しており、今後も拡大基調が続くことが予想されています。

このような市場環境の中で、当社は独自の良作の掘りおこし活動やオリジナル作品を企画する等、他社サービス

との差別化をはかるとともに、コンテンツの拡充に注力いたしました。

この結果、当第２四半期累計期間の売上高は4,483,998千円、営業利益は622,984千円、経常利益は591,717千円、

四半期純利益は370,165千円となりました。

当社の事業はコンテンツプラットフォーム事業のみであり、報告セグメントはありません。以下、当第２四半期

累計期間における主な活動状況を報告いたします。

　

（コンテンツプラットフォーム事業）

コミック配信サービス「まんが王国」においては、販促キャンペーンの実施や約50ページ以上が無料で読める

「じっくり試し読み」の充実等により、無料ユーザーから課金ユーザーへの誘導と課金ユーザーの再訪を促進する

施策を展開いたしました。また、当社独自のプロモーション活動での訴求等、タイムリーかつ積極的な広告宣伝を

展開いたしました。さらに、株式会社ノース・スターズ・ピクチャーズとの新規著作物利用許諾契約の締結によ

り、コンテンツの拡充を推進しております。

なお、平成29年４月、まんが王国は累計６億冊ダウンロード（無料タイトル及びコマ形式のタイトルを冊数換算

したものを含みます。）を突破いたしました。

新規・周辺ビジネスにおいては、漫画家・イラストレーターファンのための通販サイト「FUNDIY STORE」が平成

29年５月８日にオープンいたしました。
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(2) 財政状態の分析

　（資産）

当第２四半期会計期間末における資産は7,375,480千円となり、前事業年度末に比べ404,453千円増加しました。

流動資産については3,015,960千円となり、前事業年度末と比べ570,351千円増加しました。これは主に、現金及

び預金が623,707千円増加した一方で、売掛金が54,802千円減少したことによるものです。

固定資産は4,359,520千円となり、前事業年度末と比べ165,898千円減少しました。これは主に、無形固定資産が

161,124千円減少したことによるものです。

　（負債）

当第２四半期会計期間末における負債は2,731,744千円となり、前事業年度末に比べ901,285千円減少しました。

流動負債は1,771,744千円となり、前事業年度末に比べ261,285千円減少しました。これは主に、１年内返済予定

の長期借入金が260,000千円減少したことによるものです。

固定負債は960,000千円となり、前事業年度末と比べ640,000千円減少しました。これは、長期借入金が640,000千

円減少したことによるものです。

 （純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産は4,643,735千円となり、前事業年度末に比べ1,305,738千円増加しまし

た。これは主に、資本金及び資本剰余金がそれぞれ467,586千円、利益剰余金が370,165千円増加したことによるも

のです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、1,262,610千円となり

ました。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

①営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期累計期間における営業活動においては、主な資金増加要因として、税引前四半期純利益591,717千

円、減価償却費89,757千円、のれん償却費121,948千円等がありました。これに対して主な資金減少要因として、法

人税等の支払額129,466千円等がありました。

この結果、獲得した資金は652,744千円となりました。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期累計期間における投資活動においては、主な資金減少要因として、無形固定資産の取得による支出

46,812千円等がありました。

この結果、使用した資金は47,070千円となりました。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期累計期間における財務活動においては、主な資金増加要因として、株式の発行による収入935,173千

円、長期借入れによる収入1,200,000千円等がありました。これに対して主な資金減少要因として、長期借入金の返

済による支出2,100,000千円等がありました。

この結果、獲得した資金は18,033千円となりました。

 
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 21,000,000

計 21,000,000
 

　

② 【発行済株式】
　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年８月14日)

上場金融商品取引所名
又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 6,042,781 6,050,069
東京証券取引所
(マザーズ)

単元株式数
100株

計 6,042,781 6,050,069 ― ―
 

(注)　提出日現在発行数には、平成29年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　

第６回新株予約権

決議年月日 平成29年６月７日

新株予約権の数(個) 3,000(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株） 300,000(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,320(注)２

新株予約権の行使期間
自　平成30年４月１日
至　平成36年６月21日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格   2,322
資本組入額 1,161

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は平成29年12月期乃至平成31年12月期の
各事業年度の当社ののれん償却前営業利益（営業利益に
のれん償却額を加算した額をいい、以下同様とする。）
の累積額が下記の各号に掲げる各金額を超過した場合、
当該のれん償却前営業利益を達成した期の有価証券報告
書の提出日の翌月１日から、各新株予約権者に割り当て
られた新株予約権のうち当該各号に掲げる割合（以下、
「行使可能割合」という。）を限度として行使すること
ができる。行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端
数が生じる場合には、これを切り捨てた数とする。
（a）のれん償却前営業利益の累積額が4,150百万円を超
過した場合：行使可能割合 20％
（b）のれん償却前営業利益の累積額が4,300百万円を超
過した場合：行使可能割合 80％
（c）のれん償却前営業利益の累積額が4,500百万円を超
過した場合：行使可能割合 100％
なお、上記ののれん償却前営業利益の判定においては、
当社の有価証券報告書に記載される損益計算書（連結損
益計算書を作成している場合、連結損益計算書）におけ
る営業利益及びキャッシュ・フロー計算書（連結キャッ
シュ・フロー計算書を作成している場合、連結キャッ
シュ・フロー計算書）におけるのれん償却額を参照する
ものとする。また、国際財務報告基準の適用等により参
照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別
途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。
② 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において
も、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従
業員であることを要する。ただし、任期満了による退
任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認
めた場合は、この限りではない。
③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認
めない。
④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数
が当該時点における発行可能株式総数を超過することと
なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはでき
ない。
⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできな
い。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)３
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（注）１．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株

とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整

の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（または併合）の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

 
調整後行使価額

 
＝

 
調整前行使価額

 
×

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株あたり払込金額

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調

整を行うことができるものとする。

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日にお

いて残存する本新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）

の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとし、この場合においては、残存新株予約権は消

滅するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に

限るものとする。

　　　①交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

　　　②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　再編対象会社の普通株式とする。

　　　③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記（注）１．に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記（注）２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記③に従って決定

される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のう

ち、いずれか遅い日から本新株予約権を行使することができる期間に定める行使期間の末日までとす

る。

　　 ⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　 　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項に

　　　 準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

　　 ⑧その他新株予約権の行使の条件

　　　 本新株予約権の行使の条件に準じて決定する。
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⑨新株予約権の取得事項及び条件

（ⅰ）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割

計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認

（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が

別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

（ⅱ）新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」に定める規定その他の理由

により本新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することがで

きる。

　　⑩その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月19日 (注)１ 152,900 6,033,360 132,227 1,839,106 132,227 1,838,606

平成29年４月１日～
平成29年６月30日 (注)２

9,421 6,042,781 2,355 1,841,461 2,355 1,840,961
 

(注)１．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

割当価格　 1,729.60円

資本組入額　　864.80円

割当先　ＳＭＢＣ日興証券株式会社

２．新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 597,700 9.89

株式会社小学館 東京都千代田区一ツ橋２丁目３番１号 544,500 9.01

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 409,200 6.77

楽天証券株式会社 東京都世田谷区玉川１丁目14番１号 329,300 5.45

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号 299,500 4.96

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 217,200 3.59

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 200,800 3.32

吉田　仁平 東京都千代田区 162,525 2.69

ＢＡＲＣＬＡＹＳ 　ＢＡＮＫ 　
ＰＬＣ 　Ａ／Ｃ 　ＣＬＩＥＮ
Ｔ 　ＳＥＧＲＥＧＡＴＥＤ 　
Ａ／Ｃ　ＰＢ　ＣＡＹＭＡＮ　
ＣＬＩＥＮＴＳ
（常任代理人 バークレイズ証券
株式会社）

１　ＣＨＵＲＣＨＩＬＬ　ＰＬＡＣＥ　ＬＯ
ＮＤＯＮ　Ｅ１４　５ＨＰ
（東京都港区六本木６丁目10番１号）

148,700 2.46

ＮＯＭＵＲＡ 　ＰＢ 　ＮＯＭＩ
ＮＥＥＳ 　ＬＩＭＩＴＥＤ 　Ｏ
ＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ 　
（ＣＡＳＨＰＢ）
（常任代理人 野村證券株式会
社）

１ 　ＡＮＧＥＬ 　ＬＡＮＥ， 　ＬＯＮＤＯ
Ｎ，　ＥＣ４Ｒ　３ＡＢ，　ＵＮＩＴＥＤ　
ＫＩＮＧＤＯＭ
（東京都中央区日本橋１丁目９番１号）

122,100 2.02

計 ― 3,031,525 50.17
 

（注）１．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

２．平成29年４月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、アセットマネジメントOne株式

会社が平成29年４月14日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２

四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。

　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

アセットマネジメントOne
株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目８番２号 298,300 5.07
 

３．平成29年７月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、大和証券投資信

託委託株式会社が平成29年６月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社と

して当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。

　なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

大和証券投資信託委託株
式会社

東京都千代田区丸の内１丁目９番１号 424,800 　7.03
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,041,300 60,413 ―

単元未満株式 普通株式　1,481 ― ―

発行済株式総数 6,042,781　 ― ―

総株主の議決権 ― 60,413 ―
 

　（注） 「単元未満株式」の株式数には、当社所有の自己株式が95株含まれております。

 
② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

なお、当社は執行役員制度を導入しており、当四半期累計期間における執行役員の異動は、次のとおりでありま

す。
　
新任執行役員

　

職名 担当 氏名 異動年月日

執行役員 事業開発部長 秋田　堅司 平成29年3月30日
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

また、前第２四半期累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日まで）については、四半期財務諸表を作成

していないため、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書に係る比較情報は記載しておりません。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成29年４月１日から平成29年

６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年１月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

当社は、当社の連結子会社であった南京波波魔火信息技木`有限公司が清算を開始したこと及び当該子会社が当企業

集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいこ

とから、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 
４　最初に提出する四半期報告書の記載上の特例について

当四半期報告書は第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、「企業内容等開示ガイドラインの24

の４の７－６」の規定に準じて前年同四半期との対比は記載しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 638,903 1,262,610

  売掛金 1,741,696 1,686,893

  仕掛品 － 25

  貯蔵品 82 77

  前渡金 716 －

  前払費用 5,886 6,383

  繰延税金資産 49,514 49,514

  関係会社未収入金 30,192 30,192

  その他 11,011 12,366

  貸倒引当金 △32,394 △32,103

  流動資産合計 2,445,609 3,015,960

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 14,662 14,662

   建物附属設備 10,964 10,964

   工具、器具及び備品 113,470 113,728

   減価償却累計額 △87,071 △91,549

   減損損失累計額 △10,371 △10,371

   有形固定資産合計 41,654 37,434

  無形固定資産   

   のれん 4,227,556 4,105,607

   商標権 1,092 207

   ソフトウエア 7,148 6,454

   コンテンツ資産 204,343 166,747

   無形固定資産合計 4,440,141 4,279,017

  投資その他の資産   

   出資金 1,000 1,000

   繰延税金資産 1,367 1,367

   その他 41,254 40,700

   投資その他の資産合計 43,622 43,068

  固定資産合計 4,525,418 4,359,520

 資産合計 6,971,027 7,375,480
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 882,573 854,931

  1年内返済予定の長期借入金 500,000 240,000

  未払金 289,233 251,741

  未払利息 156 －

  関係会社未払金 2,400 2,400

  未払費用 23,131 18,211

  未払法人税等 153,010 230,496

  未払消費税等 83,737 65,859

  預り金 3,971 7,059

  賞与引当金 36,339 4,900

  ポイント引当金 58,231 96,116

  その他 244 29

  流動負債合計 2,033,030 1,771,744

 固定負債   

  長期借入金 1,600,000 960,000

  固定負債合計 1,600,000 960,000

 負債合計 3,633,030 2,731,744

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,373,875 1,841,461

  資本剰余金 1,373,375 1,840,961

  利益剰余金 590,746 960,912

  自己株式 － △200

  株主資本合計 3,337,996 4,643,135

 新株予約権 － 600

 純資産合計 3,337,996 4,643,735

負債純資産合計 6,971,027 7,375,480
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

          (単位：千円)

          当第２四半期累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 4,483,998

売上原価 2,286,557

売上総利益 2,197,440

販売費及び一般管理費 ※  1,574,456

営業利益 622,984

営業外収益  

 受取利息 5

 雑収入 3

 営業外収益合計 9

営業外費用  

 支払利息 7,012

 融資手数料 6,442

 上場関連費用 15,109

 雑損失 1,999

 その他 712

 営業外費用合計 31,276

経常利益 591,717

税引前四半期純利益 591,717

法人税等 221,551

四半期純利益 370,165
 

 

EDINET提出書類

株式会社ビーグリー(E32992)

四半期報告書

16/21



(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当第２四半期累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税引前四半期純利益 591,717

 減価償却費 89,757

 のれん償却額 121,948

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △291

 賞与引当金の増減額（△は減少） △31,439

 ポイント引当金の増減額（△は減少） 37,884

 受取利息及び受取配当金 △5

 支払利息 7,012

 融資手数料 6,442

 上場関連費用 15,109

 売上債権の増減額（△は増加） 54,802

 たな卸資産の増減額（△は増加） △21

 仕入債務の増減額（△は減少） △27,642

 未払金の増減額（△は減少） △34,855

 未払費用の増減額（△は減少） △4,920

 
未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

△14,599

 未払消費税等の増減額（△は減少） △17,877

 その他 3,410

 小計 796,431

 利息及び配当金の受取額 5

 利息の支払額 △7,577

 融資手数料の支払による支出 △6,649

 法人税等の支払額 △129,466

 営業活動によるキャッシュ・フロー 652,744

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △258

 無形固定資産の取得による支出 △46,812

 投資活動によるキャッシュ・フロー △47,070

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 長期借入れによる収入 1,200,000

 長期借入金の返済による支出 △2,100,000

 株式の発行による収入 935,173

 上場関連費用の支出 △17,539

 新株予約権の発行による収入 600

 自己株式の取得による支出 △200

 財務活動によるキャッシュ・フロー 18,033

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 623,707

現金及び現金同等物の期首残高 638,903

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,262,610
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)
　

 
当第２四半期累計期間

（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算

しております。
 

　

(追加情報)
　

当第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期会計期間から適用しております。
 

　

(四半期貸借対照表関係)

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。

当第２四半期会計期間末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとお

りであります。

 
前事業年度

(平成28年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年６月30日)

当座貸越限度額及び貸出コミットメントの総額 500,000千円 1,500,000千円

借入実行残高 － 〃 － 〃

差引額 500,000千円 1,500,000千円
 

 

(四半期損益計算書関係)

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
当第２四半期累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

給与 98,104千円

広告宣伝費 1,192,938 〃

減価償却費 6,356 〃

のれん償却費 121,948 〃

貸倒引当金繰入額 2,366 〃

賞与引当金繰入額 △31,439 〃
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
当第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

現金及び預金勘定 　1,262,610千円

現金及び現金同等物 1,262,610千円
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(株主資本等関係)

（株主資本の金額の著しい変動）

当社は、平成29年３月17日付で株式会社東京証券取引所マザーズに上場いたしました。当社は上場にあたり、

平成29年３月16日に公募増資による払込みを受け、資本金及び資本準備金がそれぞれ332,688千円増加しておりま

す。

また、平成29年４月19日を払込期日とする第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに関連した

第三者割当増資）による新株式発行により、資本金及び資本準備金がそれぞれ132,227千円増加しております。

さらに、新株予約権の行使により、資本金及び資本準備金がそれぞれ2,670千円増加しております。

これらの結果、当第２四半期会計期間末において資本金が1,841,461千円、資本剰余金が1,840,961千円となっ

ております。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業セグメントは、コンテンツプラットフォーム事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、

セグメント情報の記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。
　

 
当第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 　63円97銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額(千円) 370,165

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 370,165

普通株式の期中平均株式数(株) 5,786,401

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　61円74銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益調整額(千円) －

普通株式増加数(株) 209,565

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

第６回新株予約権(新株予
約権の数3,000個)。
この概要は、「第３　提出
会社の状況 １　株式等の

状況　(2)　新株予約権等
の状況」に記載のとおりで
あります。

 

（注）当社は、平成29年３月17日に東京証券取引所マザーズに上場したため、当第２四半期累計期間の潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額は、新規上場日から当第２四半期会計期間末までの平均株価を期中平均株価と

みなして算定しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月10日

株式会社ビーグリー

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  岩﨑　　剛   ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  河島　啓太   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビーグ

リーの平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第５期事業年度の第２四半期会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年１月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビーグリーの平成29年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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